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2028~2029年には全国レベル
で需給が均衡、それ以降は供給
が需要を上回る見込み。

今後の方針

大学医学部 ー 地域枠の設定（地域・診療科偏在対策）

2018/2020年需給推計結果

地域枠を要件とした臨時定員の必要性
を慎重に精査し設定。

【2020-2022年度】 【2023年度以降の医師養成数について】
2020年の医師の需給推計の結果を踏ま
え、臨時定員設定方法について検討を行う。

（２）地域枠の必要数
将来時点の地域枠の必要数は、都道府県別の2036年時点の医師供給推計（上位実績ベース）数が需
要推計（必要医師数）を下回っている場合について、その差を医師不足数として、地域枠等の必要数を算
出する。

・県内の特定の地域での診療義務があることから、都道府県内における二次医療圏間の地域偏在を調整する
機能がある。

・特定の診療科での診療義務がある場合、診療科間の偏在を調整する機能がある。
・臨時定員の増員等との組合せにより、都道府県間での偏在を調整する機能がある。

卒業後に特定の地域や診療科で診療を行うことを条件とした選抜枠
＊都道府県が学生に対して奨学金を貸与している場合、都道府県の指定する区域で一定の年限従事するこ
とにより返還免除される。

※一部の地域で医師の不足が深刻化している状況を
踏まえ、平成20年度以降、地域枠等を中心に医学部
定員数を暫定的に増加

（１）地域枠の概要

（３）地域枠の要請権限
医療法及び医師法の一部を改正する法律(平成30年法律第79号)により、都道府県知事から大学に対す
る地域枠等の設定・拡充の要請権限が創設。

都道府県知事 大学地域医療対策協議会

2036年時点で
医師が不足

恒久定員内に地域枠等を
大学に要請可能

恒久定員の５割程度の地域枠等を設置しても不足
する場合、追加的に臨時定員を大学に要請可能
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うち地域枠等1,679人

医学部入学定員の年次推移

令和２年度 9,330人
（1,705人の増員）
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医学部臨時定員増に係る方針について

① 「新医師確保総合対策」（平成18年8月31日４大臣※合意→地域医療に関する関係省庁連絡会議決定）に基づき、平成
20～29年度までの間、医師不足が特に深刻と認められる10県について、各県10名（加えて自治医科大学も10名）までの暫
定的な増員
※４大臣:総務大臣、財務大臣、文科大臣、厚労大臣

② 「緊急医師確保対策」（平成19年5月31日政府・与党決定）に基づき、原則平成21～29年度までの間、医師確保が必要
な地域や診療科に医師を確保・配置するため、都府県ごとに５名まで（北海道は15名まで）の暫定的な増員

③ 「経済財政改革の基本方針2009」（平成21年6月23日閣議決定）及び「新成⾧戦略」（平成22年6月18日閣議決定）
に基づき、平成21年度から都道府県が策定することとされた地域医療再生計画等に基づき、平成22～31年度までの間、地域
枠による都道府県ごとに毎年原則10名までの暫定的な増員等

④ 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）
2020年度、2021年度については、2019年度の医学部定員を超えない範囲で、その必要性を慎重に精査しつつ、暫定的に現
状の医学部定員を概ね維持する。2022年度以降については、定期的に医師需給推計を行った上で、働き方改革や医師偏在
の状況等に配慮しつつ、将来的な医学部定員の減員に向け、医師養成数の方針について検討する。

⑤ 「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）
医師偏在指標を活用し、臨床研修や専門研修を含む医師のキャリアパスも踏まえた実効性のある地域及び診療科の医師偏在対
策を推進する。2022 年度以降の医学部定員について、定期的に医師需給推計を行った上で、医学部定員の減員に向け、医
師養成数の方針について検討する。

当初、大学医学部の定員設定に向けた準備期間を十分にとる観点から、2020年４月までを目途に、医師需給推計の結果を踏ま
え、2022年以降の医師養成数の方針を示す予定としていた。しかし、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、2020年4月まで
の間に十分な議論を行うことができなかった。

平成18年度からの医学部臨時定員増に係る方針

新型コロナウイルス感染拡大の影響

医療従事者の需給に関する検討会
第35回 医師需給分科会 資料２

令和２年８月31日
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医学部定員

地域枠等

地域枠等を要件とした臨時定員

8,280人
（昭和56～59年度） 7,625人

(平成15～19年度)

昭和57年
閣議決定

「医師については
全体として過剰を

招かないように配慮」

昭和48年
閣議決定

「無医大県解消構想」

平成

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 Ｈ30 H31 R2

医学部定員 7625 7793 8486 8846 8923 8991 9041 9069 9134 9262 9420 9419 9420 9330

医学部定員（自治医科大学を除く） 7525 7683 8373 8733 8810 8868 8918 8946 9011 9139 9297 9296 9297 9207

地域枠等 173 398 706 1149 1214 1278 1371 1420 1506 1595 1613 1662 1675 1679

地域枠等の割合 2.3％ 5.2％ 8.4％ 13.2％ 13.8％ 14.4％ 15.4％ 15.9％ 16.7％ 17.5％ 17.3％ 17.9％ 18.0％ 18.2％

地域枠等を要件とした臨時定員 0 118 304 617 676 731 770 794 858 886 904 903 904 840

地域枠等を要件とした臨時定員の割合 0％ 1.5％ 3.6％ 7.1% 7.7% 8.2% 8.6% 8.9% 9.5% 9.7% 9.7% 9.7% 9.7% 9.1%

医学部入学定員と地域枠の年次推移
○ 平成20年度以降、医学部の入学定員を過去最大規模まで増員。
○ 医学部定員に占める地域枠等*の数・割合も、増加してきている。

（平成19年度183人（2.4％）→令和２年1679人（18.2％））
・地域枠等* :地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、地元出身者を選抜する枠や大学とその関連病

院に勤務することを目的とした枠も含む。奨学金貸与の有無を問わない。

昭和

(地域枠等及び地域枠等を要件とした臨時定員の人数について、文部科学省医学教育課調べ)

（人）

9,330人
(令和２年度)

6,200人

※自治医科大学は、設立の趣旨に鑑み地域枠等からは除く。

令和
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医療従事者の需給に関する検討会
第34回 医師需給分科会 資料１

令和２年３月12日



※ Ａ県は任意の都道府県。Ｂ県はＡ県以外の都道府県。
※ 出身地又は大学が海外の場合及び当該項目について無回答の場合は除外。
※ 出身地:高校等を卒業する前までに過ごした期間が最も⾧い都道府県。
※ 県またぎ地域枠:出身大学の所在地以外の都道府県（A県）における勤務義

務がある地域枠。
※ 防衛医科大学及び産業医科大学は除外。自治医科大学については県またぎ

地域枠についてのみ除外。

出典:臨床研修修了者アンケート調査（平成29～31年）厚生労働省調べ

地域枠・地域枠以外の地域定着割合

臨床研修病院または
臨床研修後の勤務先

⑥地域枠以外・出身地Ｂ県・大学A県

⑤地域枠以外・出身地A県・大学A県（地元出身者）

A県大学A県

A県出身

医学生

大学B県

①A県地域枠

②県またぎを除くA県地域枠

④県またぎ地域枠

B県出身

⑦地域枠以外・出身地A県・大学Ｂ県

③出身地A県・地域枠（地元出身）
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⑦地域枠以外・出身地A県・大学Ｂ県

⑥地域枠以外・出身地Ｂ県・大学A県

⑤地域枠以外・出身地A県・大学A県（地元出身者）

内）隣接県に設定している

内）奨学金貸与あり

④A県地域枠・大学B県（県またぎ地域枠）

③A県地域枠・出身地A県・大学A県（地元出身者）

内）奨学金貸与なし

内）奨学金貸与あり

②県またぎを除くA県地域枠

①A県地域枠

上段:A県で臨床研修を行った割合 下段:A県で臨床研修修了後に勤務する割合

医学部卒業後の医師定着割合を比較すると、地域枠以外の医師の地域定着割合は非常に低い。

医療従事者の需給に関する検討会
第35回 医師需給分科会 資料２

令和２年８月31日
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医師多数都道府県

7.9％増

35歳未満の医療施設従事医師数推移（平成14年を100とした場合）

医師少数都道府県

医師少数・多数以外都道府県

○医師多数都道府県では一貫して増加傾向にある（平成30年度では7.9％増）。
○医師少数都道府県では平成14年以降、一時減少し、平成22年に減少のピークを迎えた
が（3.2％減）、平成30年には8.5％増加している。

※平成20年より地域枠設定数が増えている。

出典:医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）※医師多数都道府県:足元の医師偏在指標の上位33.3％の都道府県
医師少数都道府県:足元の医師偏在指標の下位33.3％の都道府県
医師少数・多数以外都道府県:足元の医師偏在指標の上位・下位33.3％以外の都道府県

8.5％増

全国
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医療従事者の需給に関する検討会
第34回 医師需給分科会 資料

１
令和２年３月12日



年度
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

総入学定員 7,625 7,793 8,486 8,846 8,923 8,991 9,041 9,069 9,134 9,262 9,420 9,419 9,420 9,330

臨時
定員

令和２年度
933人

恒久
定員

令和２年度
8,397人

令和2・3年度は、暫定的にトータルとして平成
31年度程度の医学部定員(1,011人)を超えない
範囲で、各都道府県や大学等とその必要性を踏
まえ調整を行っている。

令和4年度以降については、医師の働き方改革に
関する検討会の結論等を踏まえ、マクロ医師需
給推計を行った上で医師養成数の方針等につい
て見直す予定としていた。令

和
4
年
度

令和４年度以降の医師養成数について

地域枠等

※１ 令和2年度の医学部定員のうち、約6人に１人にあたる1,679名が地域枠であり、臨時定
員の中に840名、恒久定員の中に839名設定されている。（恒久定員のうち、94%が別枠
入試としている。）

7

令
和
2
・
3
年
度

○ 大学医学部・受験生へ配慮する観点から、令和4
年度の臨時定員については、暫定的に令和２・３年
度と同様の方法で設定する。令和５年度以降の臨
時定員については、令和３年春までを目途に検討を
行う予定。

○ マクロ需給推計では将来的に医師は過剰になると
推計されており、将来的には定員を減員させる方向
性である。医師の地域定着割合を踏まえると※２、よ
り多くの地域枠を継続的に設定することが望ましいこ
とから、恒久定員内に地域枠を設定することを令和
４年度から、地域の実情に合わせて推進する。

令和4年度の医師養成数の方針

※２ 過去の地域定着割合から推計すると、地域枠の枠数により地域に残る医師数が異なる。
（定員120名の医学部の場合）
例１） 一般枠100名＋地域枠20名 → (100x0.4)+(20x0.9) = 58名
例２） 一般枠50名＋地域枠70名 → (50x0.4)+(70x0.9) = 83名

（地域定着割合は臨床研修修了者アンケート調査（平成29～31年）厚生労働省調べより）

医療従事者の需給に関する検討会
第35回 医師需給分科会 資料２

令和２年８月31日



今後の地域枠の定義

地域枠

対象 地元出身者（一定期間当該都道府県に住所を有した者）もしくは全国より選抜する。

選抜方法 別枠方式

協議の場 地域医療対策協議会で協議の上、設定する。

設定する上で
協議する事項

地域医療対策協議会において、地域枠の設定数、従事要件・キャリア形成プログラムの内容、奨学金の
額、地域定着策（面接頻度、セミナー開催等）並びに前述を進めるための都道府県から大学への経済
的支援、離脱要件等を協議する。

同意取得方法 志願時に、都道府県と本人と保護者もしくは法定代理人が従事要件・離脱要件に書面同意している。

従事要件
①卒直後より当該都道府県内で9年間以上従事する※1,2。
②将来のキャリアアップに関する意識の向上に資する都道府県のキャリア形成プログラムに参加すること。

奨学金貸与 問わない。

※１ 従事要件の９年間のうち、医師の確保を特に図るべき区域等の医療機関における就業期間を４年間程度とし、当該医師のキャリアアップに配慮
すること。

※２ 医師の確保を特に図るべき区域とは、都道府県が医療計画に定めた医師少数区域及び医師少数スポットを指すものである。

8

○ 都道府県と大学が連携して、医師本人・地域のニーズに応えるための適切な運用のため、以下の地域枠の定
義としてはどうか。

○ 下記の条件に当てはまらない地元出身者枠や大学独自の選抜枠を設けることは可能であるが、都道府県と
連携する地域枠を優先的に設定することが望ましい。

○ 本定義の運用は令和４年度からとしてはどうか。

医療従事者の需給に関する検討会
第35回 医師需給分科会 資料５

改
令和２年８月31日



地元出身者枠・大学独自枠について

地元出身者枠

対象 地元出身者（一定期間当該都道府県に住所を有した者）より選抜する。

選抜方法 問わない。

協議の場 地域医療対策協議会で協議の上、設定する。

設定する上で
協議する事項

地域医療対策協議会において、枠の設定数、従事要件・キャリア形成プログラムの内容、奨学金の額、
地域定着策（面接頻度、セミナー開催等）並びに前述を進めるための都道府県から大学への経済的
支援、離脱要件等を協議する。

同意取得方法
・従事要件

・奨学金貸与
問わない。

9

大学独自枠
対象・選抜方法
・同意取得方法

・従事要件
・奨学金貸与

問わない。

医療従事者の需給に関する検討会
第35回 医師需給分科会 資料５

改
令和２年８月31日



地域枠を離脱した場合の対応

○ 県や大学に十分に確認することなく、県や大学が地域枠離脱を妥当と評価していない研修希望者を採用決定し
た臨床研修病院に対して、臨床研修部会でヒアリングを行った上で、規定に則り医師臨床研修費補助金の減額等
を行うことについて、どう考えるか。（ 令和元年度より開始した。）

○ 上記補助金の減額等に加えて、募集定員の減員（※）又は臨床研修病院の指定の取消しを行うことについて、ど
う考えるか。（ 今後検討予定。）
※ 改正医師法（平成30年法律第79号）に基づき、令和2年度からは各臨床研修病院の募集定員設定は都道府県が行うことになるが、

例えば、国が都道府県毎の募集定員の上限設定の際に、他県の地域枠の研修希望者を採用した臨床研修病院の所在する都道府県の定
員上限を減員する、などの対応が考えられる。

臨床研修

○ 地域枠医師が、各都道府県内の専門研修プログラムに優先的に採用され、他の都道府県の基幹病院による採
用を制限される等の仕組みを整えること。

○今後、都道府県の同意を得ずに専門研修を開始した者については、原則、日本専門医機構の専門医の認定を行
わないこととしてはどうか。認定する場合も、都道府県の了承を得ることを必須としてはどうか。（ 概ね了承。）

専門研修

(第２回医道審議会医師分科会医師臨床研修部会資料（R1/7/3）より抜粋)

(厚生労働大臣から日本専門医機構への意見及び要請（H30/10/16）より抜粋)

(第２回医道審議会医師分科会医師専門研修部会資料（R2/7/17）より抜粋)
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医療従事者の需給に関する検討会
第34回 医師需給分科会 資料１

改
令和２年３月12日
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離脱事由の例

①家族の介護
②体調不良
③結婚
④他の都道府県での就労希望
⑤指定された診療科以外の診療科への変更
⑥留年
⑦国家試験不合格
⑧退学
⑨死亡
⑩国家試験不合格後に医師になることをあきらめる場合

①～⑤の事由がやむを得ないと判断される場合について、従事要件の変更により離脱を回避することが望ましいと考えられる。

①家族の介護※1、②体調不良※1、③結婚、④他の都道府県で就労希望
（対応案）義務年限に猶予期間を設定する等の従事要件の変更をし、再契約する※2,3。

⑤指定された診療科以外の診療科への変更
（対応案）都道府県が不足していると判断した診療科への変更であれば、従事要件の変更をし、再契約する。

※１ 複数の第三者による事実認定が必要。
※２ やむを得ず①-④の事由で当該県を離れた場合であっても、当該県に戻って一定期間従事する、などを想定。
※３ 自治医科大学では結婚協定を結んでいる前例がある。

（自治医科大学卒業生同士で結婚した場合、各都道府県の配慮のもと、特例的に配偶者の出身都道府県での勤務が認められる取り決め。）

○ 都道府県は地域枠入学の契約時に、離脱を認める事由（退学・死亡・その他の猶予期間を設定しても当該地域
で就業することが特に困難であると考えられる事由等）を明示すること、離脱する際には、都道府県・大学・本
人・保護者もしくは法定代理人の同意が必要である旨を明示することが望ましい。

○ 都道府県は地域枠離脱があった際には、地域枠学生・医師のサポート体制の見直しを定期的に行うことが望ま
しい。

医療従事者の需給に関する検討会
第35回 医師需給分科会 資料６

令和２年８月31日


